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（四）和解 

訴訟の途中で、当事者双方の合意によって和解が成立した場合、訴訟を取下げる

ことができる。和解は、当事者双方の妥協によって成立するものであるから、事後

の紛争処理が円滑に履行される場合が多く、時間的にも迅速な解決を得られるとい

うメリットがある。判決以外に訴訟を終了させる方式の一つである。

また、和解とは、実際には「裁判上の和解」と「裁判外の和解」に分かれる。「裁

判上の和解 」が成立したときには、その内容が和解調書に記載され、和解調書は

確定判決と同一の効力があり（民事訴訟法第 条）、裁判せずとも強制執行がで

きる効力がある。他方、「裁判外の和解」の場合、それが成立しても、和解契約に

ついて改めて裁判所の審理を経なければならない。したがって、「裁判上の和解」

の方が権利者にとって有利だと認識されている。

調査、警告状発送、そして民事、刑事の手続を実行した後、模倣品侵害業者から

和解の提案を受けた場合、権利者は、模倣品侵害業者と交渉の上、和解するかを検

討することができる。和解の条件については、一般的には、和解金の支払以外に、

各事件の個別状況に応じて、「模倣品の在庫の引渡し」、「模倣品の廃棄」、「謝罪文

の掲載（模倣品侵害業者の自社ウェブサイト又は大手新聞紙、メディア、雑誌）」

又は「再び侵害しないこと。再び侵害した場合は、懲罰的違約金を支払う旨の誓約

書の発行」などの条件を権利者が模倣品侵害業者に要求することが多い。

和解又は判決のいずれで解決を図るかは、権利者にとって極めて難しい問題であ

る。権利者が希望する条件、被告から提供された条件を総合的に考える必要がある。

詳細は、本マニュアル第 章「侵害再発防止の心掛け」を参照されたい。

   

                                            
裁判上の和解については、公益財団法人交流協会発行の「台湾模倣対策マニュアル（ 年 月発

行）」、 頁ご参照。
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七、水際対策 

（一）税関登録の要否 

「不特定」の侵害商品に対する輸出入差止めの登録

対象

税関の通関貨物の量は実に膨大であり、権利者が具体的にどの船に侵害貨

物があるかを特定することは不可能である。しかし、権利者が市場において

模倣品を発見したときは、税関登録制度を通じて、すなわち、商標や著作権

に関する情報、そして本物と偽物の見分け方を、事前に税関に提供すること

を通じて、通関貨物のチェックの強化を図ることができる。ただし、現時点

では、専利権（特許、実用新案、意匠、以下同じ）はこの税関登録制度の対

象となっていない。

手数料の有無

商標と著作権の税関登録は、税関への手数料の支払は一切不要である。模

倣品が発見された場合の税関対応、さらに登録期間延長の際も、同様に手数

料は不要である。なお、 年 月 日に施行された改正「税関が商標にか

かる権利・利益を保護する措置の実施規定」 海關執行商標權益保護措施實

施辦法 により、税関登録の期間は、従来は 年間であったのが、対象商標

の存続期間満了日までとすることができるようになった。

オンライン申請について

以前は、紙の申請書及び添付書類を税関に送付しなければならなかったが、

近年、申請者の負担軽減を図るために、権利者は「関務署」（財務省関税局

に相当）のウェブサイト でオンライン申請できるようになった。

また、例えば商標登録証書など関連する証明書類も、同ウェブサイトでア

ップロードすることができ、紙の書類を提出する必要はなくなった。

申請書

関務署のウェブサイトに掲載されている「商標著作権保護要請申請書」の

書式については、本章末の書式 、書式 を参照されたい。

                                            
32 https://portal.sw.nat.gov.tw/PPL/RedirectorNonLoginAction?appId=APWO&privilegeId=WF01%3FclassType%3D12 
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申請書の記入に関する補足説明

 
記入欄 効果

侵害事実及び真偽の見

分け方のポイントの説

明

真正品と模倣品の見分け方を税関の担当者に熟

知させ、貨物の輸出入の最前線での模倣品の差し

止めに寄与する。

例）模倣薬品には、中国語の標示がないという特

徴がある。

輸出入貨物の情報

真正品

ライセンスを受けて

いる企業

（ホワイトリスト）

合法的な代理店が真正品を輸入する際に、税関で

不必要に真正品が差押さえられてしまうリスク

を回避、減少させることができる。

輸出入貨物の情報

侵害疑義者

（ブラックリスト）

侵害疑義者の輸出入貨物に対する税関の注意を

高める。特に権利者が、侵害疑義者が模倣品を輸

出入している明確な証拠を入手できないときは、

この欄に記入することにより、税関登録の効果を

向上させることができる。情報提供後、たとえ侵

害疑義者による模倣品の輸出入に関する事実を

発見できなかったとしても、このブラックリスト

の提供により責任が発生するリスクはない。

「特定」の侵害疑義品に対する「摘発要求申請」

権利者が特定の便の輸出入貨物が知的財産を侵害しているとの情報を把握し

たときは、商標、著作権、専利権に基づき、税関に摘発要求をし、取締りを促

すことができる。関連手続きは、下表のとおりである。

関連規定

権利 関連規定 摘発要求又は主張

の方式

その後の手続き

商標権 「税関が

商標にか

かる権

利・利益

を保護す

る措置の

実施規

下記資料を添付の

上、税関に摘発要求

申請をする：

一、侵害の事実及び

模倣品を認定

するための説

税関が摘発要求申請を受理するか否

か：

税関は、摘発要求申請があったとき

は、まず当該摘発要求申請に係る侵

害事実の内容が具体的であるかを判

断する。受理したときは、その旨を

商標権者に通知しなければならず、
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定」 海關

執行商標

權益保護

措施實施

辦法

明。また、電子

ファイルで、例

えば真正品、模

倣品のサンプ

ル、写真、カタ

ログ、図面など

の資料を提供

する。

二、輸出入企業の名

称、貨物名、輸

出入港及び日

付、航空機又は

船の便名、コン

テナ番号、貨物

の保管先など

の関連資料。

三、商標登録証明書

類

受理しないときは、その旨及びその

理由を説明しなければならない。必

要であれば、商標権者に出頭して説

明するよう通知することができる。

税関が摘発要求申請を受理した場

合

税関は、摘発要求申請を受理し、輸

出入貨物と摘発要求申請の内容が一

致すると判断したときは、電話又は

で商標権者及び輸出入業者に通

知する。

商標権者及び輸出入業者は、この通

知を受けた場合、下記の手続きに基

づいて、事件を処理する：

・権利者は、航空便での輸出の場合

は４時間以内に、航空便での輸入

及び船便の場合は 時間以内に、

税関に赴き製品の真偽の検証を行

い、それが権利侵害物品であると

判断した場合、 営業日以内に権

利侵害を示す証拠資料を提出しな

ければならない。ただし、正当な

理由により所定の期間内に提出で

きない場合、書面で理由を釈明す

ることにより、 営業日の延長を

税関に申請できるが、一回に限ら

れる。

・輸出入業者は、 営業日以内に使

用許諾証明資料又はその他権利侵

害に該当しないことを証明できる

資料を提出しなければならない。

正当な理由により所定の期間内に

提出できない場合、書面で理由を

釈明することにより、 営業日の

延長を税関に申請できるが、一回
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に限られる。

所定の期限までに、権利者から権利

侵害証明資料の提出があったにもか

かわらず、輸出入業者から権利侵害

に該当しないことを証明する資料の

提出がなかった場合、税関は当該事

件を司法機関に移送する。

輸出入業者から、権利侵害に該当し

ないことを証明する資料が提出され

た場合、税関は、直ちに、商標権者

に対し、 営業日以内に商標法 条

項の規定に基づき貨物の差し止め

を請求できる旨を通知しなければな

らない。商標権者から税関に所定の

期間内に差止請求が行われない場

合、他の通関規定に違反しない限り、

税関はサンプルを抜き取った後、関

連する輸出入の通関規定に従い処理

する。

著作権 「税関が

専利及び

著作権に

かかる権

利・利益

を保護す

る措置の

実施規

定」 海關

配合執行

專利及著

作權益保

護措施作

業要點

下記の資料を添付

の上、税関に摘発要

求申請をする：

一、侵害事実及び

模倣品の特定

に関する説

明。

二、輸出入業者の

名称、貨物名、

輸出入港及び

日付、航空機

又は船の便

名、コンテナ

番号、貨物の

保管先などの

関連資料。

税関が摘発要求申請を受理するか否

か：

税関は、摘発要求申請があったとき

は、まず当該摘発要求申請に係る侵

害事実の内容が具体的であるかを判

断する。受理した際は、その旨を著

作権者に通知しなければならない。

受理しないときは、その旨及びその

理由を説明しなければならない。必

要であれば、著作権者に出頭して説

明するよう通知することができる。

税関が摘発要求申請を受理した場

合

輸出入貨物の外観上明らかに著作権
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に限られる。
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ないことを証明する資料が提出され

た場合、税関は、直ちに、商標権者

に対し、 営業日以内に商標法 条

項の規定に基づき貨物の差し止め

を請求できる旨を通知しなければな

らない。商標権者から税関に所定の

期間内に差止請求が行われない場

合、他の通関規定に違反しない限り、

税関はサンプルを抜き取った後、関

連する輸出入の通関規定に従い処理

する。

著作権 「税関が

専利及び

著作権に

かかる権

利・利益

を保護す

る措置の

実施規

定」 海關

配合執行

專利及著

作權益保

護措施作

業要點

下記の資料を添付

の上、税関に摘発要

求申請をする：

一、侵害事実及び

模倣品の特定

に関する説

明。

二、輸出入業者の

名称、貨物名、

輸出入港及び

日付、航空機

又は船の便

名、コンテナ

番号、貨物の

保管先などの

関連資料。

税関が摘発要求申請を受理するか否

か：

税関は、摘発要求申請があったとき

は、まず当該摘発要求申請に係る侵

害事実の内容が具体的であるかを判

断する。受理した際は、その旨を著

作権者に通知しなければならない。

受理しないときは、その旨及びその

理由を説明しなければならない。必

要であれば、著作権者に出頭して説

明するよう通知することができる。

税関が摘発要求申請を受理した場

合

輸出入貨物の外観上明らかに著作権
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三、著作権証明又

はその他の明

確に著作権を

認定できる書

類

侵害の疑いが認められる場合、１営

業日以内に、著作権者に通知すると

同時に、輸出入業者にも許諾資料を

提出するように通知する。

著作権者は、航空便での輸出貨物の

摘発要求申請事件の場合 時間以内

に、航空便での輸入及び船便での輸

出入貨物の摘発要求申請事件の場合

は１営業日以内に税関に赴き、真偽

の認定に協力しなければならず、さ

らに 営業日以内に侵害を示す証拠

を提出しなければならない。ただし、

正当な理由があり、所定の期間内に

提出できない場合、書面で理由を釈

明することにより、 営業日の延長

を税関に申請できるが、一回に限ら

れる。

輸出入業者は 営業日以内に、使用

許諾の証明資料を提出しなければな

らない。正当な理由があり、期限内

に提出できないとき、期間満了前に、

書面で理由を説明し、 営業日の延

長を税関に申請できるが、一回に限

られる。

輸出入業者が期限内に許諾資料を提

出しなかった場合、税関は著作権法

条の１の規定に従い、通関を一旦

保留し、著作権者に通知する。

税関が通関を一旦保留した後、著作

権者が 営業日以内に著作権法

条の の規定に従い、貨物の差し止

めを税関に申請せず、民事、刑事訴

訟の手続きも実施しなかった場合、

他の通関規定に違反しない限り、税
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関はその通関を認めなければならな

い。

輸出入業者が期限内に許諾資料を提

出した場合、税関は、直ちに著作権

者に通知しなければならない。著作

権者は、通知を受領した時点から

営業日以内に、著作権法 条の１の

規定に従い、貨物の差し止めを税関

に申請し、又は裁判所に保全命令を

申立てることができる。所定の期間

内に申請されなかった場合、他の通

関規定に違反しない限り、税関はそ

の通関を認めなければならない。

著作権者は、貨物の差し止めを税関

に申請したあと、税関から差し止め

申請の受理を通知された日から

営業日以内に、差し止め対象の貨物

につき侵害訴訟を提出したことを税

関に通知しなければならない。税関

が当該通知を受けなかった場合、税

関は当該差し止めを解消し、関連す

る輸出入の通関規定に従い処理す

る。上記の期限については、税関は、

状況に応じ 日間延長することが

できる。

専利権 同上 裁判所に貨物の輸

出入の差止めを申

立て、これを認める

判決を取得した場

合、税関は裁判所の

執行通知を受領し

た後、その執行に協

力する。

裁判所の通知書の内容（侵害疑義者

の情報、侵害疑義貨物の貨物名、仕

様、品番その他の情報）が不明確で、

執行に支障に来たすとき、又は執行

事項若しくは範囲に疑問が生じたと

きは、税関は理由を示して裁判所に

通知することができる。裁判所が依

然として関連措置を実行する必要が

あると判断した場合、税関はそれに

従い執行に協力しなければならな

い。
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関はその通関を認めなければならな

い。

輸出入業者が期限内に許諾資料を提

出した場合、税関は、直ちに著作権

者に通知しなければならない。著作

権者は、通知を受領した時点から

営業日以内に、著作権法 条の１の

規定に従い、貨物の差し止めを税関

に申請し、又は裁判所に保全命令を

申立てることができる。所定の期間

内に申請されなかった場合、他の通

関規定に違反しない限り、税関はそ

の通関を認めなければならない。

著作権者は、貨物の差し止めを税関

に申請したあと、税関から差し止め

申請の受理を通知された日から

営業日以内に、差し止め対象の貨物

につき侵害訴訟を提出したことを税

関に通知しなければならない。税関

が当該通知を受けなかった場合、税

関は当該差し止めを解消し、関連す

る輸出入の通関規定に従い処理す

る。上記の期限については、税関は、

状況に応じ 日間延長することが

できる。

専利権 同上 裁判所に貨物の輸

出入の差止めを申

立て、これを認める

判決を取得した場

合、税関は裁判所の

執行通知を受領し

た後、その執行に協

力する。

裁判所の通知書の内容（侵害疑義者

の情報、侵害疑義貨物の貨物名、仕

様、品番その他の情報）が不明確で、

執行に支障に来たすとき、又は執行

事項若しくは範囲に疑問が生じたと

きは、税関は理由を示して裁判所に

通知することができる。裁判所が依

然として関連措置を実行する必要が

あると判断した場合、税関はそれに

従い執行に協力しなければならな

い。
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税関は、裁判所の通知に従い協力し、

執行通知書の内容と一致する状況を

発見した場合、直ちに裁判所、専利

権者、輸出入業者に通知する。

貨物の輸出入業者が通関の申請を取

り下げた場合、裁判所の執行通知の

内容、又は他の通関規定に違反しな

い限り、税関はその取り下げを認め

なければならない。

税関は、裁判所から執行を取消す旨

の通知を受領したとき、又は執行期

間が満了したとき、執行を中止する。

専利法第 条の の規定によると、

差し止めの申請者（専利権者）が、

税関から差し止め申請受理を通知さ

れた日から 日以内に、専利法第

条の規定に従い差し止めの対象

の貨物につき侵害訴訟を提出したこ

とを税関に通知しなかった場合、税

関は当該差し止めを解消し、当該貨

物の通関を認めなければならない。

財政部関務署が公告した摘発要求申請書

（本章末の書式 及び書式 参照）

（二）税関への対応 

税関から模倣品発見の通知を受けたときの対応

鑑定の期限

税関が職権により、商標、著作権を侵害している疑いのある物品を発見し

た場合、「税関は口頭、書面、電話、電子メールまたファックスで権利者に
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通知する」 とされているが、通常は、ファックスで外国権利者の台湾代理

人事務所に通知する。航空便での輸入及び船便の輸出入の貨物の場合、権利

者は税関のファックスを受領してから 時間以内に、また、航空便での輸

出の場合は、 時間以内に現地の税関に赴く必要がある。そして、現地で鑑

定を行い、鑑定後 日以内に更に真贋鑑定の結果を示す書類（侵害鑑定書や

価値鑑定報告書の写し等、（本章末の書式 及び書式 参照））を提出しな

ければならない。期限までに提出されなかった場合は当該疑義品の輸入が認

められることになる。このように、鑑定の期間が短く、また税関は台湾各地

に点在しているため（基隆税関、台北税関、臺中税関、高雄税関）、権利者

や代理人にとって非常に大きな負担となる。

税関が模倣品を発見し、権利者に現地検証を求めてきた場合、仮に費用の

問題や模倣品の製品種類等を考慮して現地検証を行わないと判断した場合

でも、単に通知を無視するのではなく、「税関には協力する」姿勢を見せる

ために、少なくとも「今回は、現地検証を行わない」旨返答することが望ま

しい。

また、決められた期限までに現地検証や鑑定を完了し報告書が提出できる

ようにするため、いつでも税関に赴くことができる現地関係者又は代理人を

確保したり、代理人に予め真贋鑑定の方法を知らせておき、委任状の用意な

ども前もって準備しておく等、体制を整えておくことが不可欠である。さら

に対応するための費用等については、予め社内で「模倣品対策費用」等の予

算項目を設けておくことも考えられる。

このように、上記第１節で紹介した税関登録、税関への情報提供に加え、

税関が職権で疑義品を発見した場合に迅速に対応できるよう、予め体制を整

えておくことも極めて重要である。

「模倣品の写真の提供」を税関に請求できる

権利者は、税関から鑑定要請の通知を受けた際、まずサンプルのカラー写

真を提供することを税関の担当者に請求できる。写真によって、真正品であ

ると容易に識別できる場合、権利者又は代理人は、時間と手前をかけて税関

に赴く必要がなくなる。容易に真正品であると識別できなかった場合は、権

利者は自ら、又は代理人に依頼し、鑑定のため現場に赴く必要がある。 

 

                                            
33 「税関による商標権の保護措置の執行に関する実施要領」（原文：海關執行商標權益保護措施實施

辦法、 年 月 日改正）第７条第２項。
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財政部関務署が制定した規則 によると、「税関が商標、著作権を侵害する

恐れがある貨物を発見した場合、権利者は、侵害疑義品の写真の入手を希望

するときは、担当者に連絡し、写真の提供を請求できる」、ただし、「提供さ

れる写真は、権利者が現地に鑑定に来る前の参考にすぎず、侵害の有無の判

断の根拠とすることはできず、また行政訴訟又は民事、刑事訴訟上の証拠と

して使用することもできない」とされている。

したがって、たとえ税関から提供された写真によって模倣品であることが

確認できた場合でも、証拠として使えるようにするために、現地関係者また

は代理人が現地で検証を行い、実際に疑義品のサンプルを撮影し、それを証

拠とできるようにすることが必要である。

また、現地検証で撮影した写真によって外国商標権者の鑑定を受け、その

結果（侵害鑑定書や価値鑑定報告書）を税関に提出することも可能である。

 

輸入差し止め情報提供制度

商標法

税関が商標法 条 項の規定（商標権者が侵害証拠を提出したものの、

輸出入業者が前項の規定に従い侵害していないことを証明する書類を提出

しなかったときの扱いを規定している）に従い通関保留の措置を実施した場

合、商標権者は商標法 条 項に従い関連情報の提供を税関に申請できる。

税関が許可した場合、輸出入業者、貨物発送者及び受領者の氏名又は名称、

住所、並びに侵害貨物の数量など関連情報が提供される。同法 条 項に

よれば、商標権者が税関から取得した情報は、商標権侵害事件の調査及び訴

訟提起の目的のみに使用することができ、無断で他人に漏洩してはならない

とされている。

税関が商標にかかる権利・利益を保護する措置の実施規定

「税関が商標にかかる権利・利益を保護する措置の実施規定」 海關執行

商標權益保護措施實施辦法 条 項の規定によると、商標権者が商標法

条 項による情報提供を税関に申請するときは、申請書に下記の書類を添付

し、輸出入貨物が保管されている税関に提出しなければならない。

① 商標登録証明書類

                                            
34 海關執行商標權益保護措施實施辦法第７条、 年 月 日改正。
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② 侵害事実を示す証拠

③ 税関から取得した情報を商標権侵害事件の調査及び訴訟提起の目的のみ

に使用する旨の誓約書

審査の結果税関が情報提供を許可する場合、書面で輸出入業者、貨物発送

者及び受領者の氏名又は名称、住所、並びに侵害貨物の数量など関連情報を

提供する。申請書や誓約書については、本章末の書式 及び書式 を参照さ

れたい。

著作権又は専利権を侵害している場合の対応

「税関が専利及び著作権にかかる権利・利益を保護する措置の実施規定」

海關配合執行專利及著作權益保護措施作業要點 は、著作権侵害品の差押さ

えだけに言及しており、専利権侵害品は対象外となっている。

また、「裁判所の確定判決によって、著作権侵害と認定された場合」のみ、

税関は、著作権者の書面申請に応じ、留置物の数量、輸出入業者、貨物発送

者及び受領者の氏名又は名称、並びに住所などの情報を提供するとされてい

る。

税関への情報提供

模倣品の様態又は外観は、ますます多様化しており、権利者は、普段から、

簡単にかつ役に立つ貨物の真偽の見分け方、マニュアル、ツールの開発に力を

入れるべきである。また、財政部関務署が主催する税関職員向けの講習会等の

機会があれば、積極的に参加し、権利者が直接、模倣品摘発の最前線に立つ税

関担当者に「侵害事実及び真偽の見分け方のポイント」を説明することによっ

て、侵害疑義者の輸出入貨物に対する税関の注意を高めることができる。この

種の講習会は参加希望者が多いので、早めに申込みすることを勧める。 

（三）  移送手続きについて（知財警察、司法等） 

税関による捜査機関への移送手続き

権利者又は代理人が輸出入の疑義貨物は真正品ではないと税関に通知した場

合、税関は輸出入業者に対し、期限内に使用許諾証明資料又はその他権利侵害

に該当しないことを証明できる資料を提出するよう要求する。商標又は著作権

の侵害は刑事犯罪であり（なお、著作権法の親告罪に違反する場合、権利者は

期限内に刑事告訴を行わなければならない）、行政機関である税関は刑事捜査の

権限がない。したがって、輸出入業者が上記の資料を提供しなかった場合、関
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連規定に従い直接管轄の地方検察庁に移送され、捜査が続けられることになる。

必要があれば、まず警察機関又は調査局に移送し、捜査を行った後、管轄の地

方検察庁に移送する。 

注意を要するのは、台湾の専利法は、専利侵害に関わる刑事罰が廃止された

ため、税関は、商標又は著作権事件のように、警察又は捜査機関に移送できな

いことである。また、専利法第 条の の規定によると、差し止めの申請者（専

利権者）は、税関から差し止めの申請の受領を通知された日から 日以内に、

専利法第 条の規定に従い、疑義貨物につき侵害訴訟を提起したことを税関に

通知しなかった場合、税関は当該差し止めを解消し、当該貨物の通関を認めな

ければならないとされている。

強制捜査の可能性

理論上、税関が警察又は捜査機関に移送した後、警察は、輸出入業者の申告

資料を検討し、必要があると認める場合、検察官を通じて、輸出入業者に対す

る強制捜査に関する令状を裁判所に申請できる。しかし、実務上、税関の模倣

品差止事件により強制捜査が行われるのは稀である。

「侵害報告書」と「侵害品価値鑑定書」の提出

警察は、捜査を終わらせ、事件を検察官に移送する前に、権利者に対し、侵

害報告書のほか、模倣品の侵害額に係る「侵害品価値鑑定書」の提供を常に要

請している。警察の要請に従い、権利者は、疑義貨物の数量に加え、市場の販

売価額に基づき疑義貨物のおおよその市場価額を算出することが多い。「侵害品

価値鑑定書」の目的は、主に警察内部における当該捜査の効果を評価するため

である。そのため、実務上、「侵害品価値鑑定書」は、事件の資料、侵害報告書

と共に検察官に送付されない。権利者の代理人として発行する「侵害報告書」

と「侵害品価値鑑定書」の書式については、書式 、を参照されたい。

権利者は刑事告訴をすべきか

警察は、捜査により明らかにされた事実を検察官に移送する。例えば商標侵

害している模倣品の場合、商標法違反にかかる犯罪は非親告罪であるため、商

標権者が刑事告訴をしなくても、警察は自発的に捜査を行える。しかし、一般

的には、検察官に移送する前に、商標権者に刑事告訴をするか否かを確認する。

商標権者が刑事告訴をしない場合、告訴人としての刑事訴訟法上の権利を主張

できず、検察官も開廷期日を商標権者に通知しない。そのため、商標権者は、

被告の答弁内容を知る術がなく、検察官の捜査に協力することもできず、事件

の進捗状況の把握は困難である。これらの点を踏まえ、非親告罪であっても、

刑事告訴をすべきかを総合的な視点から検討すべきである。 
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警察への情報提供

前述のように、権利者は、商品真偽の見分け方を積極的に税関に知らせるこ

とができる。台湾内における模倣品の数量を考量すると、権利者は、これに加

えて、例えば知的財産侵害事件を専門とする保安警察第二総隊刑事警察大隊な

ど、模倣品の捜査を担当している警察に赴き、「商品真偽の見分け方」を説明す

る会合を開き、模倣品に対する警察の認識を高めることを勧める。ただし、こ

の真偽見分け方を提供するときには、情報の取扱リスクなども考慮し、開示す

る内容については慎重に検討すべきである。 
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警察への情報提供

前述のように、権利者は、商品真偽の見分け方を積極的に税関に知らせるこ

とができる。台湾内における模倣品の数量を考量すると、権利者は、これに加

えて、例えば知的財産侵害事件を専門とする保安警察第二総隊刑事警察大隊な

ど、模倣品の捜査を担当している警察に赴き、「商品真偽の見分け方」を説明す

る会合を開き、模倣品に対する警察の認識を高めることを勧める。ただし、こ

の真偽見分け方を提供するときには、情報の取扱リスクなども考慮し、開示す

る内容については慎重に検討すべきである。 
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文書範例 135 
 

提示保護商標權案件申請書 

商標名稱  
商標註冊號數  商標註冊日期  
商標專用期限  申請保護範圍 進出口 
權利範圍 詳如商標註冊證號所載指定使用貨物,貨物名稱如下欄 
貨物名稱  
 
 
 
 
 
申請人 
(商標權人) 

身分種類  
中文名稱  
英文名稱  
代表人  
統編/身分證號  
地址  
電子信箱  
電話  
傳真號碼  
行動電話  

 
 
 
 
 
 
申請人 
(專屬被授權人) 

身分種類  
中文名稱  
英文名稱  
代表人  
統編/身分證號  
地址  
電子信箱  
電話  
傳真號碼  
行動電話  
被授權之權利範圍 
 

 
 
 
 

名稱  
代理人 

姓名  
身分證號/居留證號  
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代理人 

代理人 
姓名：  
身分證號/居留證號 
代理人連絡資訊 
地址  
電子信箱  
電話  
傳真號碼  
行動電話  
受委任期間/代理期
間(起迄) 

 

被授予代理權利範圍 
包含向海關申請提示保護商標權案件相關事宜 
 
 

應送受達人 同代理人 
 
 
送達代收人 

姓名  
地址  
電話  
行動電話  
電子信箱  

 
進出口貨物資訊 
 
真品貨物 

1. 被授權廠商或貿易商  
2. 進/出口路徑  
3. 進/出口貨物之運輸公司及報關行  
4. 貨物原產地  

5. 涉嫌侵權人(黑名單) 
6. 侵權品可能之進/出口方式(路徑、起運口岸…) 
7. 侵權品可能生產國 

 
已上傳檢附文件類型 

 
 

侵害事實及辨識真偽之重點描述(文字說明應具體明確) 
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代理人 

代理人 
姓名：  
身分證號/居留證號 
代理人連絡資訊 
地址  
電子信箱  
電話  
傳真號碼  
行動電話  
受委任期間/代理期
間(起迄) 

 

被授予代理權利範圍 
包含向海關申請提示保護商標權案件相關事宜 
 
 

應送受達人 同代理人 
 
 
送達代收人 

姓名  
地址  
電話  
行動電話  
電子信箱  

 
進出口貨物資訊 
 
真品貨物 

1. 被授權廠商或貿易商  
2. 進/出口路徑  
3. 進/出口貨物之運輸公司及報關行  
4. 貨物原產地  

5. 涉嫌侵權人(黑名單) 
6. 侵權品可能之進/出口方式(路徑、起運口岸…) 
7. 侵權品可能生產國 

 
已上傳檢附文件類型 

 
 

侵害事實及辨識真偽之重點描述(文字說明應具體明確) 
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文書範例 236 
 

提示保護著作權案件申請書 

著作物名稱  
著作權始於我國

受保護之起始日

期 

 申請保護範圍 進出口 

權利存續期間  
 
權利範圍 
 

 

 
 
 
 
 
申請人 
(著作權人) 

身分種類  
中文名稱  
英文名稱  
代表人  
統編/身分證號  
地址  
電子信箱  
電話  
傳真號碼  
行動電話  

 
 
 
 
 
 
申請人 
(專屬被授權人) 

身分種類  
中文名稱  
英文名稱  
代表人  
統編/身分證號  
地址  
電子信箱  
電話  
傳真號碼  
行動電話  
被授權之權利範圍 
 

 名稱  
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代理人 

姓名  
身分證號  
地址  
電子信箱  
電話  
傳真號碼  
行動電話  
受委任期間/代理期
間(起迄) 

 

被授予代理權利範圍 
 

應送受達人  
已上傳檢附文件

類型 
 
 

 
  



 

- - 

 
 
 
 
 
代理人 

姓名  
身分證號  
地址  
電子信箱  
電話  
傳真號碼  
行動電話  
受委任期間/代理期
間(起迄) 

 

被授予代理權利範圍 
 

應送受達人  
已上傳檢附文件

類型 
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文書範例 337 
 

檢舉保護商標權案件申請書 

商標名稱  
商標註冊號數  商標註冊日期  
商標專用期限  申請保護範圍 進出口 
權利範圍 詳如商標註冊證號所載指定使用商品 

 
 

 
 
 
 
申請人 
(商標權人) 

身分種類  
中文名稱  
英文名稱  
代表人  
統編/身分證號  
地址  
電子信箱  
電話  
傳真號碼  
行動電話  

 
 
 
 
 
申請人 
(專屬被授權人) 

身分種類  
中文名稱  
英文名稱  
代表人  
統編/身分證號  
地址  
電子信箱  
電話  
傳真號碼  
行動電話  
被授權之權利範圍 
 

 
 
 
 

名稱  
姓名  
身分證號/居留證號  
地址  

                                            
37 資料來源關務署網站
http://web.customs.gov.tw/lp.asp?CtNode=14902&CtUnit=1922&BaseDSD=7&xq_xCat=g 



 

- - 

 
 
代理人 

電子信箱  
電話  
傳真號碼  
行動電話  
受委任期間/代理期間
(起迄) 

 

被授予代理權利範圍 
 

應送受達人  
 
 
 
涉嫌侵權之進出

口廠商 

名稱  
統一編號  
負責人  
進出口口岸  
進出口日期(起迄)  
船機(船舶)航次  
貨櫃號碼  
貨物存放地點  

已上傳檢附文件

類型 
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代理人 

電子信箱  
電話  
傳真號碼  
行動電話  
受委任期間/代理期間
(起迄) 

 

被授予代理權利範圍 
 

應送受達人  
 
 
 
涉嫌侵權之進出

口廠商 

名稱  
統一編號  
負責人  
進出口口岸  
進出口日期(起迄)  
船機(船舶)航次  
貨櫃號碼  
貨物存放地點  

已上傳檢附文件

類型 
 
 

 

  

 

- - 

文書範例 438

 
檢舉保護著作權案件申請書 

著作物名稱  
著作權始於我國

受保護之起始日

期 

 申請保護範圍 進出口 

權利存續期間  
 
權利範圍 
 

 

 
 
 
 
 
申請人 
(著作權人) 

身分種類  
中文名稱  
英文名稱  
代表人  
統編/身分證號  
地址  
電子信箱  
電話  
傳真號碼  
行動電話  

 
 
 
 
 
 
申請人 
(專屬被授權人) 

身分種類  
中文名稱  
英文名稱  
代表人  
統編/身分證號  
地址  
電子信箱  
電話  
傳真號碼  
行動電話  
被授權之權利範圍 
 

 名稱  
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代理人 

姓名  
身分證號  
地址  
電子信箱  
電話  
傳真號碼  
行動電話  
受委任期間/代理期間
(起迄) 

 

被授予代理權利範圍 
 

應送受達人  
已上傳檢附文件

類型 
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代理人 

姓名  
身分證號  
地址  
電子信箱  
電話  
傳真號碼  
行動電話  
受委任期間/代理期間
(起迄) 

 

被授予代理權利範圍 
 

應送受達人  
已上傳檢附文件

類型 
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文書範例 539 
 
商標權人申請海關提供涉嫌侵權物品相關資料申請書      

 
 
正本  副本 
       進口 

茲有報單／快遞／郵包號碼   第    號貨品， 
      出口 

 
涉嫌侵害本公司（人）之商標權。 
 
一、 檢附下列文件： 

1. 商標註冊證明文件。 
2. 侵權事證。 
3. 切結書。 
4. 其他有關證明文件    （如由代理人提出者，需另附 

代理證明文件）。 
 

二、 本公司（人）依商標法第 76條第 2項規定申請提供相關資料，請 惠 
予審核同意後，提供上開貨品之進出口人、收發或人之姓名或名稱、地址 
及疑似侵權物品之實際數量，以為侵害商標權案件之調查及提起訴訟。 
 
此致 
財政部關務署  關(正本) 
財政部關務署(副本) 

 
申請人：     （蓋章） 
營業人統一編號： 
（或申請人身分證統一編號） 
地址： 
聯絡電話： 

    申請日期： 

受理日期：  

海關受理編號：  
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文書範例 640 
 

商標權人申請海關提供涉嫌侵權物品相關資料切結書 
 

日期:  
 

本公司(人)為侵害商標權案件之調查及提起訴訟，需請海關 

提供報單／快遞／郵包號碼 

 
進口 

 
第  號貨品之相關資訊， 

 
出口 

 

自海關取得之資訊倘有任意洩漏予第三人或使用於不正  

當用途之情事，願負一切法律責任，特此聲明。  

 
此 致 
 
財政部關務署  關 
 

具切結書人：      （簽章） 

地址： 

負責人：      （簽章） 

身分證統一編號： 

負責人地址： 
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文書範例 640 
 

商標權人申請海關提供涉嫌侵權物品相關資料切結書 
 

日期:  
 

本公司(人)為侵害商標權案件之調查及提起訴訟，需請海關 

提供報單／快遞／郵包號碼 

 
進口 

 
第  號貨品之相關資訊， 

 
出口 

 

自海關取得之資訊倘有任意洩漏予第三人或使用於不正  

當用途之情事，願負一切法律責任，特此聲明。  

 
此 致 
 
財政部關務署  關 
 

具切結書人：      （簽章） 

地址： 

負責人：      （簽章） 

身分證統一編號： 

負責人地址： 
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文書範例 7 
 

 
鑑定報告書 

 
中華民國註冊第 00000號「xxxxx」商標之商標權人 00000股份有限公司(以下稱「本
公司」)為，茲就財政部關務署 ooo關通知後到場所拍攝照片進行鑑定，茲提供鑑定意
見如下：  

 

產品名稱 型號 數量 

   

 
鑑定結果：該產品並非本公司所製造、或授權製造之產品，該產品為仿冒品。 

 

  此致 

財政部關務署 000關 

                           民國 000年 00月 00日 
       日本國、                 

       00000股份有限公司 

       職稱： 
       簽署人： 
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文書範例 8 
 

 
鑑價報告書（中譯） 

 
中華民國註冊第 00000號「xxxxx」商標之商標權人 00000股份有限公司(以下稱「本
公司」)為，茲就財政部關務署 000關通知後到場所拍攝照片中之貨物，茲提供鑑價意
見如下：  
 

貨物商品名稱  系爭貨物零售價格(日幣) 數量 

   

 

上述系爭貨物零售價格，係基於推測所為之推估價格，非真正之零售價格： 
 

  此致 

財政部關務署 000關 

                           民國 000年 00月 00日 

       日本國、                 

       00000股份有限公司 
       職稱： 

       簽署人： 
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文書範例 8 
 

 
鑑價報告書（中譯） 

 
中華民國註冊第 00000號「xxxxx」商標之商標權人 00000股份有限公司(以下稱「本
公司」)為，茲就財政部關務署 000關通知後到場所拍攝照片中之貨物，茲提供鑑價意
見如下：  
 

貨物商品名稱  系爭貨物零售價格(日幣) 數量 

   

 

上述系爭貨物零售價格，係基於推測所為之推估價格，非真正之零售價格： 
 

  此致 

財政部關務署 000關 

                           民國 000年 00月 00日 

       日本國、                 

       00000股份有限公司 
       職稱： 

       簽署人： 
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書式１

 
商標保護要請申請書

商標名

商標登録番号 商標登録日

商標使用期限 保護の申請範囲 輸出入

権利の範囲 商標登録証書に記載されている指定貨物、貨物名は下記のとお

りである

貨物名

申請者

商標権者

身分の種類 法人か自然人か

中国語の名称

英語の名称

代表者

統一番号

住所

電話

携帯電話

申請者

専用使用者

身分の種類 法人か自然人か

中国語の名称

英語の名称

代表者

統一番号

住所

電話

携帯電話

許諾範囲

名称

代理人

氏名

番号
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代理人

代理人

氏名：

番号

代理人の連絡先

住所

電話

携帯電話

委任の受任期間 代

理期間 いつからい

つまで

受任の権利範囲

商標保護要請申請を含む

送達先 代理人と同様する

送達受領代理人

氏名

住所

電話

携帯電話

輸出入貨物の情報

真正品

ライセンシーの企業又は商社

輸出入のルート

輸出入貨物の運送者及び通関業者

貨物の産地

侵害疑義者 ブラックリスト

侵害品の可能な輸出入方式 ルート、出発港、目的港…)

侵害品の可能な生産国

アップロードした書類の

類型

侵害事実及び真偽の見分け方のポイント 具体的で明確に説明すべきである
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代理人

代理人

氏名：

番号

代理人の連絡先

住所

電話

携帯電話

委任の受任期間 代

理期間 いつからい

つまで

受任の権利範囲

商標保護要請申請を含む

送達先 代理人と同様する

送達受領代理人

氏名

住所

電話

携帯電話

輸出入貨物の情報

真正品

ライセンシーの企業又は商社

輸出入のルート

輸出入貨物の運送者及び通関業者

貨物の産地

侵害疑義者 ブラックリスト

侵害品の可能な輸出入方式 ルート、出発港、目的港…)

侵害品の可能な生産国

アップロードした書類の

類型

侵害事実及び真偽の見分け方のポイント 具体的で明確に説明すべきである
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書式２  
 
著作権保護要請申請書

著作物の名称

著作権が台湾に

おいて保護を受

け始めた日

権利存続期限 保護の申請範囲 輸出入

権利の範囲

申請者

著作権者

身分の種類 法人か自然人か

中国語の名称

英語の名称

代表者

統一番号

住所

電話

携帯電話

申請者

専用使用者

身分の種類 法人か自然人か

中国語の名称

英語の名称

代表者

統一番号

住所

電話

携帯電話

許諾範囲

名称

氏名：

番号

連絡先
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代理人

住所

電話

携帯電話

委任の受任期間 代

理期間 いつからい

つまで

受任の権利範囲：

送達先

アップロードした書類の

類型

侵害事実及び真偽の見分け方のポイント 具体で明確に説明すべきである

 
 
 



 

- - 

代理人

住所

電話

携帯電話

委任の受任期間 代

理期間 いつからい

つまで

受任の権利範囲：

送達先

アップロードした書類の

類型

侵害事実及び真偽の見分け方のポイント 具体で明確に説明すべきである

 
 
 

 

- - 

書式３

 
商標権保護案件摘発要求申請書

商標名

商標登録番号 商標登録日

商標使用期限 保護の申請範囲 輸出入

権利の範囲 商標登録証書に記載されている指定貨物、貨物名は以下のとお

りである

貨物名

申請者

商標権者

身分の種類 法人か自然人か

中国語の名称

英語の名称

代表者

統一番号

住所

電話

携帯電話

申請者

専用使用者

身分の種類 法人か自然人か

中国語の名称

英語の名称

代表者

統一番号

住所

電話

携帯電話

許諾範囲

名称

代理人

氏名

番号
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代理人

代理人

氏名：

番号

代理人の連絡先

住所

電話

携帯電話

委任の受任期間 代

理期間 いつからい

つまで

受任の権利範囲：

送達先

侵害疑義がある

輸出入業者

名称

統一番号

担当者

出発港、目的

港

船又は飛行

機の便の番

号

コンテナ番

号

侵害疑義品

の所在地

アップロードした書類の

類型

 
 
 



 

- - 

代理人

代理人

氏名：

番号

代理人の連絡先

住所

電話

携帯電話

委任の受任期間 代

理期間 いつからい

つまで

受任の権利範囲：

送達先

侵害疑義がある

輸出入業者

名称

統一番号

担当者

出発港、目的

港

船又は飛行

機の便の番

号

コンテナ番

号

侵害疑義品

の所在地

アップロードした書類の

類型
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書式４

 
著作権保護案件摘発要求申請書

著作権名

著作権が台湾に

おいて保護を受

け始めた日

保護の申請範囲 輸出入

権利存続期限

権利の範囲

申請者

商標権者

身分の種類 法人か自然人か

中国語の名称

英語の名称

代表者

統一番号

住所

電話

携帯電話

申請者

専用使用者

身分の種類 法人か自然人か

中国語の名称

英語の名称

代表者

統一番号

住所

電話

携帯電話

許諾範囲

名称

氏名：

番号

連絡先
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代理人

住所

電話

携帯電話

委任の受任期間 代

理期間 いつからい

つまで

受任の権利範囲：

送達代理人

アップロードした書類の

類型

 
 
 
 
 



 

- - 

代理人

住所

電話

携帯電話

委任の受任期間 代

理期間 いつからい

つまで

受任の権利範囲：

送達代理人

アップロードした書類の

類型
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書式５

商標権者から税関への侵害品に関わる情報提供の申請書

正本 副本

輸入

通関申告／配達／郵便番号 第 号貨物，

輸出

当社の商標権を侵害していると疑われる貨物を発見した。

三、 下記の書類を添付する：

 商標登録書類。

 侵害の証拠。

 誓約書。

 その他証明書類 （代理人が提出する場合，代理の委任状が必要）。

四、 商標法 条 項により、関連資料の提供を申請する。許可を頂けた場合、商

標権侵害事件の調査及び訴訟の提起のために、輸出入業者、貨物発送者及び

受領者の氏名又は名称、住所、並びに侵害貨物の数量などの情報の提供を請

求する。

財政部関務署 關 正本 御中

財政部関務署 副本

申請者： （捺印）

統一番号：

（又は申請者の 番号）

住所：

電話：

申請日：

受理日：

税関受理番号：
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書式６

 
商標権者から税関への侵害品に関わる情報提供の誓約書

日付け

当社が商標権侵害事件の調査及び訴訟を提起するため

通関申告／配達／郵便番号

輸入

第 号貨物に関する情報の提供をお願いする

輸出

税関から取得した情報を無断で第三者に漏洩し、又は不正目的で使用した場合、法

律に従って責任を負うことを誓約する。

財政部関務署 支関

誓約者： （捺印）

住所：

代表者： （捺印）

番号：

代表者住所：
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書式６

 
商標権者から税関への侵害品に関わる情報提供の誓約書

日付け

当社が商標権侵害事件の調査及び訴訟を提起するため

通関申告／配達／郵便番号

輸入

第 号貨物に関する情報の提供をお願いする

輸出

税関から取得した情報を無断で第三者に漏洩し、又は不正目的で使用した場合、法

律に従って責任を負うことを誓約する。

財政部関務署 支関

誓約者： （捺印）

住所：

代表者： （捺印）

番号：

代表者住所：
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書式７ 
 

鑑定報告書

中華民国登録第 号「 」の商標権者である 株式会社、（以下、「当

社」）は、関務署 税関からの通知を受け、添付の写真に示された下記製品（以

下、「当該製品」）を検証した結果、以下の鑑定意見を提出いたします。

記

製品名 品番 数量

当該製品は、当社が製造したものではなく、また、当社の授権のもとに製造された

ものでもありません。当該製品は模倣品です。

財政部関務署 支関 御中

年 月 日

日本国、

株式会社

責任者：＿＿＿＿＿＿

役職：＿＿＿＿

 
 
 
 
 
 
 
 
 



 

- - 

 
書式８ 
 

価値鑑定報告書

中華民国登録第 号「 」の商標権者である 株式会社、以下、「当社」）

は、関務署 税関からの通知を受け、添付写真に示される係争製品の価値につい

て、以下のとおり提供する：

製品別 係争製品の単価

日本円

數量

＿＿＿＿＿＿円

私どもが推測する係争製品の小売価格は、以上のとおりです。ただ、この価格は、

下記の事情を前提として提供するものであり、あくまでも推測される小売価格であ

り、正確な小売価格ではないことをご了解ください。

財政部関務署 支関 御中

年 月 日

日本国、

株式会社

責任者：＿＿＿＿＿＿

役職：＿＿＿＿

 
 
  



産業財産権における模倣対策のご案内
　公益財団法人日本台湾交流協会では特許庁からの委託により、海外進出日系企業
を対象とした産業財産権の侵害対策事業を実施しております。具体的には、現地に
て以下の活動をしております。

　　１．台湾における産業財産権の模倣対策に資する情報の収集
　　２．弁護士、弁理士など産業財産権の専門家を講師としたセミナーの開催
　　　　現地で活躍する専門家から最新の情報を得る機会です。
　　３．産業財産権に関する相談窓口の設置
　　　　産業財産権の権利取得手続きから、産業財産権の侵害に関する相談まで、
　　　　幅広いご質問にお答えいたしますので、是非ご利用ください。

　　　　※相談窓口の利用、セミナーへの出席、その他ご不明な点については、
　　　　　公益財団法人日本台湾交流協会  貿易経済部までお問い合わせください。
　　　　　　　　　　　ＴＥＬ：０３－５５７３－２６００
　　　　　　　　　　　ＦＡＸ：０３－５５７３－２６０１
　　　　　　　　　　　Ｈ　Ｐ： http://www.koryu.or.jp
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